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福島県企業局経営戦略（工業用水道事業）に関する令和６年度実績

１ 福島県企業局経営戦略（工業用水道事業）について

福島県企業局では、工業用水道事業の現状、課題、社会的役割等を踏まえ、将来の経営を見据え
て、令和3～12年度の10年間を計画期間とする「福島県企業局経営戦略（工業用水道事業）」（以下
「経営戦略」という。）を令和3年11月に策定し、課題の解決に向けた取組を推進しております。

計画期間 令和3年度～令和12年度（10年間）

策定方針

ア 安定供給のための運営体制の強化、老朽化施設の更新及び施設の強靱化
と財源確保

イ 工業用水道事業ごとの将来を見据え、個別原価主義を踏まえた料金設定と
需要開拓の推進

ウ 効率化を踏まえた経営の健全性確保

1

工業用水道事業の状況

２ 令和６年度 工業用水道の状況

R7.3.31現在

      工業用水道事業名

諸元等 勿　　　来 南　　　台

① 計画配水能力(m3/日) 290,000 248,100 41,900 625,000 55,600 1,203,600

② 現在配水能力(m3/日) 290,000 248,100 41,900 625,000 34,700 1,182,700

③ 契約事業所数 5 3 2 4 11 65

⑥ 契約率(％) 76.6 73.4 95.2 71.6 80.7 74.4

⑦ 料金単価(円/m3) － 5.7 11.4 3.8 45.2 －

⑧ 給水開始年月日 － S.39.4.1 H.9.4.1 S.45.1.10 H.4.4.1 －

海水 真野ダム

原水供給 浄水供給
－

浄水供給 原水供給

S.37.10.1

⑨ 水　　　　　源

高柴ダム、
四時ダム

鮫川表流水

2,000 177,200 6,700 302,404

78.3

14.1

182,200 39,900 447,800 28,000 880,296

⑤ 余剰水量(m3/日) 50,604 67,900 65,900

233,000

45

④ 契約水量(m3/日) 182,396 222,100

磐　　　　　城
勿　　　　　来

小　名　浜 相　　　馬 合　　　計

233,000
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３ 令和６年度 取組実績

(1) 策定方針を踏まえた取組

［沼部堰改築工事：R4～R10］ R6事業費：800百万円

沼部堰は、勿来工業用水道の水源として昭和38年に鮫川に建設された取水施設であり、老朽化
により工業用水の給水に支障を来たすおそれがあることから、令和４年度から改築工事を実施して
います。

可動堰本体工 長さ61m、幅15m
場所打杭工φ1000mm 長さ15.0m～19.5m 305本

完成予想図
沼部堰現況

ア　安定供給のための運営体制の強化、老朽化施設の更新及び施設の強靱化と財源確保

①　工業用水道施設の適切な改築・更新の実施

　・工業用水の安定供給のため、勿来工業用水道の沼部堰の改築工事等を実施しました。

　・老朽施設の計画的な更新のため、磐城工業用水道の鹿島線配水管布設替や小名浜ポン

　　プ場のオーバーホール工事を実施しました。

　・投資額を平準化するため、ポンプやモーターなどの更新時期を見直す中長期計画を策

　　定しました。

　・施設の計画的な改築・更新を行い、管路の更新化率は最終年度（令和12年度）目標値

　　の約８割に到達しました。

②　施設の適切な維持管理と専門性を持った人材の確保

　・公営企業を担う経営人材を育成するため、企業局独自の「財務分析研修会」を開催し

　　ました。

　・緊急時の対応等、経験や知見を会議等で共有し、維持管理技術の継承に努めました。

③　緊急時の対応

　・令和６年９月に受水企業等との緊急訓練を実施しました。

　・令和７年１月に東北６県内の工業用水道を運営する16事業者との相互応援協定に基づ

　　く応援要請訓練を実施しました。

　・埼玉県八潮市内における道路陥没事故発生を受け、令和７年１月下旬～２月上旬に緊

　　急点検を実施しました。



原水(左)・沈殿池(右) 濁度・PH計 着水井流量計

［鹿島線配水管布設替：R3～R6］ R6事業費：69百万円

鹿島工業団地に工業用水を供給している磐城工業用水道鹿島線は、令和元年に老朽化によ
る漏水が発生したため、令和３年度から主要地方道江名・常磐線及び市道鹿島工業団地２号
線に埋設している配水管の布設替工事を実施しました。
※ 令和６年７月に計画Ｌ＝1.4ｋｍの全区間の工事が完了しました。

漏水発生状況

［小名浜ポンプ場主ポンプ・モーター外オーバーホール：R6～R7］ R6事業費：16百万円

小名浜工業用水道の安定供給を維持していくため、小名浜ポンプ場の主ポンプと主モーター
を、年次計画に基づきオーバーホール（分解整備点検）を実施しました。

3

主ポンプ整備状況 主ポンプ検査・修繕状況

鹿島線配水管布設替平面図
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イ　工業用水道事業ごとの将来を見据え、個別原価主義を踏まえた料金設定を需要開拓の

　推進

①　経営の健全性の維持

　・電気料金高騰により動力費が大幅に増加したことから、令和５年９月議会で条例を改

　　正し、令和６年１月からの料金改定を行い、適切な料金体系の構築に努めました。

　・新規受水契約に向けた交渉や水需要の掘り起こしのため企業訪問等を実施しました。

　・計画的修繕や合冊発注による経費節減を行いました。

　・受水企業とのコミュニケーションを図るため、メールマガジンを毎月発行しました。

　・令和６年１１月に相馬工業用水道施設見学会を初めて開催しました。

ウ　効率化を踏まえた経営の健全性確保

①　DXの推進等による業務効率化

　・検針業務費用の縮減のため、スマートメーターの導入を検討しました。

　・新たな中長期計画の策定に着手し、管路更新費用の縮減と平準化のため、ＡＩを活用

　　した劣化診断を実施しました。

②　いわき事業所のZEB化

　・空調換気設備、共用部などの照明設備のLED化・太陽光発電設備（30kW)等の導入に

　　より県有建築物で初のZEB化改修を完了しました。

　・ZEB化の内訳は省エネで54％、再エネで25％の合計79％削減の「Nearly ZEB」※を達

　　成しました。※年間の一次エネルギー消費量を正味25%以下まで抑えることを目的と

　　した建築物のこと。

　・光熱費の削減や、断熱性能が高いことによる快適な室内環境が確保されました。



(2) 中長期計画の進捗実績
ア 管路の更新化率

（単位 ｍ）

令和６年度は、下記の区間が供用したことから、管路の更新化率は6.3％となり、令和６年度
の目標値5.9%に対して、107%の進捗となりました。

【令和６年度供用開始区間】

磐城工業用水道 鹿島線 配水管 （延長 1,406ｍ R3～R6）

延長 延長 ～R3 R4 R5 Ｒ６

磐城工業用水道 53,613 2,638 4.9% 2,638 4.9% 4340 8.1% 5,846 10.9%

勿来工業用水道 5,957 310 5.2% 310 5.2% 310 5.2% 310 5.2%

小名浜工業用水道 4,092 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0％

相馬工業用水道 37,876 0 0.0% 305 0.8% 305 0.8% 305 0.8%

合計 101,537 2,948 2.9% 3,253 3.2% 4,955 4.9% 6,361 6.3%

5

なお、今後の管路更新は、今後30年間で漏水リスクの高いと判断したL=8.0kmの区間について、
更新計画に基づき順次更新を行ってまいります。

※磐城工業用水道・・・・供用年次が最も古いため優先的に更新する計画
※勿来工業用水道・・・・本勿来地区：東日本大震災の災害復旧により水管橋L=310mを更新済

管路は令和12年までの更新計画なし
※小名浜工業用水道・・東日本大震災における災害復旧と併せて一体的に管路修繕を

実施したため令和12年度までの更新計画なし
※相馬工業用水道・・・・平成４年度供用開始のため、令和12年までの更新計画なし



イ 土木構造物の耐震化率 （単位 ％）

～R2 R3 R4 R5 R6

計画 50.0 55.6 72.2 72.2 72.2

実績 50.0 61.1 61.1 61.1 61.1

【令和３年度】
・ 令和３年度計画の鹿島配水池の耐震補強に加えて、大剣配水池耐震補強を実施したため、

計画を上回りました。
・ 泉浄水場Ⅰ期配水池、沈澱池等の耐震検討に着手しました。

【令和４年度】
・ 沼部堰の改築工事に着手しました。

【令和５年度】
・ 沼部堰の改築工事を継続（仮締め切り工 外）。
・ 泉浄水場Ⅰ期着水井、混和槽、Ⅱ期着水井の耐震検討に着手しました。

【令和６年度】
・沼部堰の改築工事を継続（場所打ち杭工 外）。
・泉浄水場１系着水井、混和槽、沈殿池、配水池の耐震検討に着手しました。

6

【対応予定施設】
磐城工水 泉浄水場（着水井２基 配水池２基 混和槽２基）
勿来工水 沼部堰

合計７施設
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令和６年度決算は、電気料金の高騰に伴う令和６年１月からの料金改定による収益増に加え、合冊
発注による経費節減に努めた結果や政府による電気料金の特別措置により、約１億54万円の純利益
となりました。

(1) 決算額

(2) セグメントごとの資産、負債等

４ 令和６年度 福島県工業用水道事業会計の決算の概要

 当年度（自 令和6年4月1日 至 令和7年3月31日）                      （単位 円） 

  磐   城 勿   来 小 名 浜 相   馬 合 計 

営業収益 955,896,675 496,513,267 623,815,771 471,837,098 2,548,062,811 

営業費用 1,099,610,472 465,422,441 457,560,602 546,426,081 2,569,019,596 

営業損益 △143,713,797 31,090,826 166,255,169 △74,588,983 △20,956,785 

経常損益 △94,379,421 53,771,243 164,033,823 △44,412,056 79,013,589 

セグメント資産 18,242,646,966 4,631,988,949 2,576,586,060 14,839,975,744 40,291,197,749 

セグメント負債 11,562,348,306 3,071,776,181 1,199,670,579 5,248,685,310 21,082,480,376 

その他の項目      

 他会計繰入金 229,858 197,145 270,130 141,777 838,910 

減価償却費 554,294,360 116,172,872 63,715,392 328,875,040 1,063,057,664 

 特別利益 21,958,561 17,680 17,680 99,033 22,092,954 

 特別損失  76,719 4,003 486,488 0 567,210 

固定資産の増加額 869,791,543 1,364,087,933 36,103,540 88,944,091 2,358,927,107 

 

（単位 千円）

令和６年度a 令和５年度a 増減額a-b 主な増減理由

①　営業収益 2,548,063 2,335,417 212,646

給水収益 2,548,063 2,335,417 212,646 令和6年1月の料金改定による増

②　営業費用 2,569,020 2,371,291 197,729

動力費 371,467 384,010 △ 12,543 電気料金に係る燃料調整単価の減

減価償却費 1,063,058 1,006,120 56,938 建設改良工事完了等による対象資産の増

委託料 324,870 277,043 47,827 中長期計画策定業務委託等による増

△ 20,957 △ 35,874 14,917

④　営業外収益 184,434 208,993 △ 24,559

一般会計負担金 839 822 17 令和4年度好間工水譲渡による減

長期前受金戻入 142,613 180,651 △ 38,038 相馬工水の対象固定資産の減

⑤　営業外費用 84,463 81,354 3,109
主な内訳 支払利息 83,246 80,116 3,130 企業債残高の増に伴う増

79,014 91,765 △ 12,751

⑦　特別利益 22,093 96,622 △ 74,529 令和5年度固定資産価額の適正化

⑧　特別損失 567 102,922 △ 102,355 令和5年度固定資産価額の適正化

100,540 85,465 15,075

934,306 833,756 100,550

当年度損益　（⑥＋⑦－⑧）

年度末剰余金

主な内訳

③　営業損益　（①－②）

主な内訳

⑥　経常損益　（③＋④－⑤）



(3) 令和６年度決算の概要
収益的収支については、事業収益2,756百万円に対して事業費用2,655百万円で、当期純利益

は101百万円となりました。
資本的収支については、資本的収入1,721百万円に対して資本的支出3,083百万円で、資本的

収支不足額は1,362百万円となり、減価償却費等内部留保資金で補てんしました。

8

○収益的収支 （単位　百万円）

事業収益 1,086 524 625 520 2,756
　経常収益 1,064 524 625 520 2,734
　　営業収益 956 497 624 472 2,549
　　　料金収入 956 497 624 472 2,549
　　営業外収益 108 27 1 48 185
　　　一般会計繰入金 0 0 0 0 0
　　　長期前受金戻入 69 26 0 47 142
　　　その他 39 1 1 1 42
　特別利益 22 0 0 0 22
事業費用 1,158 470 463 564 2,655
　経常費用 1,158 470 463 564 2,655
　　営業費用 1,100 465 459 546 2,570
　　　人件費 100 64 74 54 292
　　　委託料 142 75 76 31 324
　　　修繕費 51 76 52 0 179
　　　動力費 70 120 182 0 372
　　　減価償却費 554 116 64 329 1,063
　　　資産減耗費 47 7 0 18 72
　　　その他 136 7 11 114 268
　　営業外費用 58 5 4 18 85
　　　支払利息 58 5 4 17 84
　　　その他 0 0 0 1 1
　特別損失 0 0 0 0 0
当年度純利益又は純損失 △ 72 54 162 △ 44 101

磐城 勿来 小名浜 相馬 計

○資本的収支 （単位　百万円）

資本的収入 640 1,081 0 0 1,721
　企業債 640 980 0 0 1,620
　その他 0 101 0 0 101
資本的支出 1,294 1,462 98 229 3,083
　建設改良費 870 1,364 36 89 2,359
　企業債償還金 424 98 62 140 724
　その他 0 0 0 0 0
資本的収支不足額 654 381 98 229 1,362
　企　業　債　残　高 8,808 1,988 1,069 3,162 15,027
　他会計借入金残高 252 0 0 115 367

相馬 計磐城 勿来 小名浜



(4) 工業用水道ごとの経営指標

9

○経営指標

営業収支比率(%) 86.9 106.7 136.3 86.3 99.2
経常収支比率(%) 91.8 111.4 135.6 92.1 103.0
総収支比率(%) 93.7 111.4 135.4 92.1 103.8
累積欠損比率(%) 6.2 0.0 0.0 10.6 0.0
ROE(%) △ 0.81 2.16 11.79 △ 0.38 0.41
ROA(%) △ 0.52 1.16 6.37 △ 0.30 0.20
企業債元金対減価償却費率(%) 87.4 108.7 98.1 49.7 78.7
有形固定資産減価償却率(%) 45.3 63.1 65.8 39.8 46.5
流動比率(%) 113.0 389.8 608.8 1,006.7 345.1
自己資本構成比率(%) 49.2 53.8 53.9 77.8 60.6
固定資産対長期資本比率(%) 99.5 81.3 61.8 90.6 91.8
契約率(%) 78.3 76.6 71.6 80.7 74.4
施設利用率(%) 59.4 42.5 66.1 59.8 58.8
給水原価（円／㎥） 21.56 5.48 2.81 49.97 9.89
供給単価（円／㎥） 18.93 6.13 3.81 45.58 10.04
料金回収率(%) 87.8 111.9 135.3 91.2 101.5
営業収益対支払利息比率(%) 6.1 0.9 0.6 3.5 3.3
企業債残高対給水収益比率(%) 921.4 400.4 171.4 670.1 589.8

磐城 相馬 全工水勿来 小名浜



（１） 計画と実績の比較
【収益的収支】
・ 営業収益は、令和６年１月に料金改定を実施したことから、計画を上回りました。
・ 営業外収益は、長期前受金戻入、その他の営業外収益が減少したため、計画を下回りました。
・ 営業費用は、減価償却費、動力費などが増加したため、計画を上回りました。
・ 営業外費用は、企業債支払利息の減により計画を下回りました。
・ 以上の結果、１億100万円の純利益となりました。

【資本的収支】
・ 建設改良工事の進捗状況により、令和６年度から令和５年度へ繰り越しが生じたことから、資本的収
入は企業債借入が計画を下回り、資本的支出は建設改良費が計画を下回りました。
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【工業用水道事業全体】

５ 令和６年度 投資・財政計画実績

○収益的収支 （単位　百万円） ○資本的収支 （単位　百万円）

事業収益 2,464 2,756 292 資本的収入 2,646 1,721 △ 925
　経常収益 2,439 2,734 295 　企業債 2,644 1,620 △ 1,024
　　営業収益 2,230 2,549 319 　その他 2 101 99
　　　料金収入 2,230 2,549 319 資本的支出 3,308 3,083 △ 225
　　営業外収益 209 185 △ 24 　建設改良費 2,741 2,359 △ 382
　　　一般会計繰入金 0 0 0 　企業債償還金 567 724 157
　　　長期前受金戻入 147 142 △ 5 　その他 0 0 0
　　　その他 62 42 △ 20 資本的収支不足額 662 1,362 700
　特別利益 25 22 △ 3 　企　業　債　残　高 18,019 15,027 △ 2,992
事業費用 2,463 2,655 192 　他会計借入金残高 367 367 0
　経常費用 2,463 2,655 192
　　営業費用 2,363 2,570 207 ○経営指標
　　　人件費 262 292 30
　　　委託料 307 324 17
　　　修繕費 223 179 △ 44 営業収支比率(%) 94.4 99.2 4.8
　　　動力費 279 372 93 経常収支比率(%) 99.0 103.0 4.0
　　　減価償却費 938 1,063 125 総収支比率(%) 100.0 103.8 3.8
　　　資産減耗費 114 72 △ 42 累積欠損比率(%) 0.0 0.0 0.0
　　　その他 240 268 28 ROE(%) 0.00 0.41 0.41
　　営業外費用 100 85 △ 15 ROA(%) △ 0.06 0.20 0.26
　　　支払利息 100 84 △ 16 企業債元金対減価償却費比率(%) 71.7 78.7 7.0
　　　その他 0 1 1 有形固定資産減価償却率(%) 45.8 46.5 0.7
　特別損失 0 0 0 流動比率(%) 419.7 345.1 △ 74.6
当年度純利益又は純損失 1 101 100 自己資本構成比率(%) 55.6 60.6 5.0

固定資産対長期資本比率(%) 90.5 91.8 1.3
※Ｒ６計画は経営戦略での見込、Ｒ６実績は決算額 契約率(%) 74.3 74.4 0.1
※ＲＯＥの自己資本には繰延収益を含む。 施設利用率(%) 74.2 58.8 △ 15.4
　（総務省が示してる自己資本構成比率算定において繰延収益を 給水原価（円／㎥） 7.23 9.89 2.66
　　自己資本に含めているため） 供給単価（円／㎥） 6.96 10.04 3.08
※総務省で公表している類似団体・類似施設の経営指標との比較 料金回収率(%) 96.3 101.5 5.2
　を行うため、分析する経営指標を追加した。 営業収益対支払利息比率(%) 4.5 3.3 △ 1.2

企業債残高対給水収益比率(%) 808.0 589.8 △ 218.2

R6計画
（A)

R6実績
（B）

差引
（B）-（A）

R6計画
（A)

R6実績
（B）

差引
（B）-（A）

R6計画
（A)

R6実績
（B）

差引
（B）-（A）



（２） 経営指標の評価
本県は、総務省の分類において大規模団体（現在配水能力200,000㎥/日以上）に分類されるため、公

表されている大規模団体の経営指標平均値（以下「類似団体平均値」という。）との比較を行いました。
なお、大規模団体に分類されるのは、平成28～29年度は30事業体、平成30～令和３年度は29事業体、

令和４年度、令和５年度は28事業体です。
【収益性に関する指標】

収益性に関する指標について、営業収支比率、経常収支比率、総収支比率のいずれも計画を上回り、
経常収支比率と総収支比率は100％を超えました。

これらの指標について、類似団体平均値と比較すると本県は低くなっています。これは、料金算定要
領に基づく料金改定において、５年間の収支が均衡するように料金設定しているためであり、計画では、
今後も経常収支比率、総収支比率を100％前後としています。
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また、ＲＯＥ、ＲＯＡは、収支が均衡するように料金設定していることから低水準で推移しており、ＲＯ
Ｅが0.41、ＲＯＡが0.20でした。

なお、累積欠損金はありませんでした。

（％）

（％）

（％）

（％）（％）



【資産の状況に関する指標】

企業債償還元金対減価償却費率は、改良工事費等の増加に伴い、企業債償還元金が増加したことか
ら計画より上回りました。

この指標について、類似団体平均値と比較すると、令和３年度までは同様に低下傾向で推移していまし
たが、令和４年度から上昇傾向に転じており、企業債償還の負担が増加しています。

また、有形固定資産減価償却費率は、概ね計画どおりです。
この指標について、類似団体平均値と比較すると、本県は低くなりますが、これは中長期計画に基づき

計画的に更新工事を進めているためと考えられます。
今後は、施設及び設備の改良等、老朽化対策によるコスト増大が見込まれるため、適正な点検・修繕

等を行い現状を把握し、経済性や維持管理性に優れた整備を実施していくとともに、経営に及ぼす影響
を見極めながら、更新工事におけるコスト縮減や予防保全による施設の長寿命化を図り、更なる財源確
保に向けて、長期的視野に立って計画的な資産管理を行うアセットマネジメントの実践により、計画的に
工事を進めていきます。

【財務比率（流動性）に関する指標】

流動比率は約345％であり、短期的な支払能力に問題はありません。
この指標について、類似団体平均値と比較すると、本県は若干低い傾向にあります。
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（％）（％）

（％）



自己資本構成比率は計画を上回りましたが、今後は、施設及び設備の改良等、老朽化対策による建設
改良費の増加により、財源となる企業債借入が増加するため、減少傾向が続くと見込まれます。

この指標について、類似団体平均値と比較すると、類似団体平均値は増加傾向であるのに対し、本局
は企業債借入の増加に伴い減少傾向であることから、料金改定や内部留保資金の確保、国庫補助事業
の活用など、更なる財源確保を進めていく必要があります。

また、固定資産対長期資本比率は近年横ばい傾向で概ね計画どおりです。
この指標について、類似団体平均値と比較すると、本県が若干高くなっていますが、大きな差は見られ

ません。

【財務比率（安全性）に関する指標】

【施設の効率性（稼働状況）に関する指標】

契約率は70％を超えており横ばいで推移しています。施設利用率は算定方法を精査した結果、60％
弱となりました。

類似団体平均値と比較すると、本県は契約率が低く、施設利用率が同程度となっています。類似団
体平均値と同様、本県も契約率と施設利用率に一定の乖離があります。
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（％）（％）

（％）（％）



【料金に関する指標】

給水原価は概ね横ばいで推移しています。供給単価も概ね横ばいで、令和６年度は給水原価、供給
単価ともに計画を上回りました。料金回収率は101.5％であり、給水費用を給水収益で賄っています。
類似団体平均値と比較すると、本県は、給水原価、供給単価、料金回収率ともに低く、全国的に見て低
廉な工業用水を供給していると考えられます。

【収益、費用に関する指標】

営業収益対支払利息比率は低下傾向が続いていましたが、近年は計画値を下回るものの、概ね横ば
い傾向となっています。この指標について、類似団体平均値と同様に本県も低下傾向で推移していまし
たが、今後は企業債の借入増加により上昇傾向に転じると見込まれます。

また、企業債残高対給水収益比率は増加傾向であり、類似団体平均値と比較すると本県は高い水準
で推移しています。今後も老朽化対策による建設改良費の増加により、財源となる企業債借入額が増加
し、上昇が見込まれます。
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（％）

（％）
（％）

(円/㎥)(円/㎥)



【指標を踏まえた課題と今後の取組】
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料金回収率は100％を超えており、経常収支比率が概ね100％以上で推移していることから、良
好な経営を維持しています。

本県では、類似団体より料金回収率、経常収支比率などが低くなっていますが、料金算定要領
に基づく料金改定において、５年間の収支が均衡するように料金設定しているためです。

資産の状況について、類似団体は有形固定資産減価償却費率が上昇傾向であるのに対し、本
県では中長期計画に基づき計画的に建設改良を行っていることから、横ばいを維持していますが、
一方で建設改良費が増加しており、また財源である企業債借入が増加しているため、自己資本構
成比率は低下し、企業債残高対給水収益比率は上昇傾向にあります。

工業用水の安定供給を維持するため、頻発・激甚化する自然災害に対する対策や施設の老朽
化対策が重要なことから、「福島県工業用水道中長期計画」に基づき、引き続き、施設の強靱化、
維持管理、更新などに取り組んでいます。

令和６年度は勿来工業用水道の沼部堰の改築工事、磐城工業用水道の鹿島線配水管布設替
や小名浜ポンプ場のオーバーホール工事の他、ポンプやモーターなどの施設更新について、各工
業用水毎に投資時期の精査などを行い、事業費を平準化する計画策定を進めました。

さらに、令和７年度に向けて、新たな中長期計画策定と次期料金の検討を進めるとともに、工業
用水の現状と課題を理解していただくため、有識者を招いて受水企業に対する説明会を開催しま
した。

今後、施設・設備の改良等、老朽化対策による建設改良費の増加が見込まれ、経営に及ぼす影
響が大きいことから、現在、ＡＩなど最新のデジタル技術を活用した管路劣化診断による危険度評
価を行い、管路の劣化状況に合わせた更新等、今後30年間の維持管理と整備方針を定めた新た
な「中長期計画」を策定しているところです。

また、将来の工業用水の需要を把握し、希望水量に応じた施設規模の適正化、計画的修繕によ
る長寿命化及び高効率設備の導入などを反映した「投資計画」と適正な料金や企業債借入等の
「財政計画」など、新たな「中長期計画」の策定において見直しを進め、今後も、受水企業に丁寧に
説明し、理解を得ながら事業を進めていきます。



（１） 磐城工業用水道

① 計画と実績の比較
【収益的収支】
・ 営業収益は、契約水量900㎥が減少しましたが令和６年１月に料金改定を実施したことから、計画を上

回りました。
・ 営業外収益は、概ね計画どおりでした。
・ 営業費用は、減価償却費や動力費が増加したことから、計画を大きく上回りました
・ 営業外費用は、企業債支払利息の減少により計画を下回りました。
・ 以上の結果、7,200万円の純損失となりました。

【資本的収支】
・ 資本的支出は、建設改良費が減少し、計画を下回りました。
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６ 工業用水道別の実績

○収益的収支 （単位　百万円） ○資本的収支 （単位　百万円）

事業収益 1,014 1,086 72 資本的収入 1,194 640 △ 554
　経常収益 989 1,064 75 　企業債 1,193 640 △ 553
　　営業収益 883 956 73 　その他 1 0 △ 1
　　　料金収入 883 956 73 資本的支出 1,556 1,294 △ 262
　　営業外収益 106 108 2 　建設改良費 1,259 870 △ 389
　　　一般会計繰入金 0 0 0 　企業債償還金 297 424 127
　　　長期前受金戻入 63 69 6 　その他 0 0 0
　　　その他 43 39 △ 4 資本的収支不足額 362 654 292
　特別利益 25 22 △ 3 　企　業　債　残　高 9,076 8,808 △ 268
事業費用 1,022 1,158 136 　他会計借入金残高 252 252 0
　経常費用 1,022 1,158 136
　　営業費用 960 1,100 140 ○経営指標
　　　人件費 99 100 1
　　　委託料 140 142 2
　　　修繕費 38 51 13 営業収支比率(%) 92.0 86.9 △ 5.1
　　　動力費 54 70 16 経常収支比率(%) 96.8 91.8 △ 5.0
　　　減価償却費 444 554 110 総収支比率(%) 99.2 93.7 △ 5.5
　　　資産減耗費 68 47 △ 21 累積欠損比率(%) 0.0 6.2 6.2
　　　その他 117 136 19 ROE(%) △ 0.09 △ 0.81 △ 0.72
　　営業外費用 62 58 △ 4 ROA(%) △ 0.18 △ 0.52 △ 0.34
　　　支払利息 62 58 △ 4 企業債元金対減価償却費比率(%) 78.0 87.4 9.4
　　　その他 0 0 0 有形固定資産減価償却率(%) 48.4 45.3 △ 3.1
　特別損失 0 0 0 流動比率(%) 157.9 113.0 △ 44.9
当年度純利益又は純損失 △ 8 △ 72 △ 64 自己資本構成比率(%) 47.2 49.2 2.0

固定資産対長期資本比率(%) 97.8 99.5 1.7
※Ｒ６計画は経営戦略での見込、Ｒ６実績は決算額 契約率(%) 77.7 78.3 0.6
※ＲＯＥの自己資本には繰延収益を含む。 施設利用率(%) 77.6 59.4 △ 18.2
　（総務省が示してる自己資本構成比率算定において繰延収益を 給水原価（円／㎥） 14.52 21.56 7.04
　　自己資本に含めているため） 供給単価（円／㎥） 13.37 18.93 5.56
※総務省で公表している類似団体・類似施設の経営指標との比較 料金回収率(%) 92.1 87.8 △ 4.3
　を行うため、分析する経営指標を追加した。 営業収益対支払利息比率(%) 7.0 6.1 △ 0.9

企業債残高対給水収益比率(%) 1,027.9 921.4 △ 106.5

R6計画
（A)

R6実績
（B）

差引
（B）-（A）

R6計画
（A)

R6実績
（B）

差引
（B）-（A）

R6計画
（A)

R6実績
（B）

差引
（B）-（A）



② 経営指標の評価
磐城工業用水道は、総務省の分類において、大規模団体（現在配水能力200,000㎥/日以上）－ダ

ム・せき等の水源施設を有する事業－昭和50年度以前の事業に分類されていることから、公表されて
いる類似施設の経営指標平均値との比較を行いました。

なお、類似施設数は、平成28～30年度は16事業、令和元年～５年度は15事業です。
【収益性に関する指標】

収益性に関する指標について、営業収支比率、経常収支比率、総収支比率のいずれも100％を下回りま
した。

これらの指標について、類似施設平均値と比較すると本県は低くなっています。これは、料金算定要領に
基づく料金改定において、５年間の収支が均衡するように料金設定しているためであり、計画では、今後も
経常収支比率、総収支比率を100％前後としています。
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また、ＲＯＥ、ＲＯＡは、収支が均衡するように料金設定していることから低水準で推移しており、ＲＯＥ
が△0.81、ＲＯＡが△0.52でした。

（％） （％）

（％）

（％） （％）



【資産の状況に関する指標】

企業債償還元金対減価償却費率は、改良工事費等の増加に伴い、企業債償還元金が計画より多く
なったことから、計画を上回りました。100％に近い比率で推移しており、減価償却費の多くが企業債償還
の原資となっています。

この指標について、類似施設平均値と比較すると当該事業は高い状態が続いており、類似施設よりも
企業債償還元金の負担が大きく、その傾向が継続しています。

有形固定資産減価償却費率については、令和４年度までは計画を上回っていましたが、施設の更新や
改修が進展したことなどにより令和６年度は計画を下回りました。

今後は、施設及び設備の改良等、老朽化対策によるコスト増大が見込まれるため、適正な点検・修繕
等を行い現状を把握し、経済性や維持管理性に優れた整備を実施していくとともに、経営に及ぼす影響
を見極めながら、更新工事におけるコスト縮減や予防保全による施設の長寿命化を図り、更なる財源確
保に向けて、長期的視野に立って計画的な資産管理を行うアセットマネジメントの実践により、計画的に
工事を進めていきます。

【財務比率（流動性）に関する指標】

流動比率は計画を上回る約113％であり、短期的な支払能力に問題はありません。
この指標について、本県で管理している他の工業用水道事業と比較すると低く、資金の余裕はありませ

ん。
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自己資本構成比率は、計画を上回りましたが、今後は、老朽化対策による建設改良費が増加し、財源
となる企業債借入の増加により、減少傾向が続くと見込まれるため、料金改定及び内部留保資金の確保、
国庫補助事業の活用など、財源確保を進めていく必要があります。

また、固定資産対長期資本比率は、概ね計画どおりで、100％近くで推移しています。

【財務比率（安全性）に関する指標】

【施設の効率性（稼働状況）に関する指標】

契約率は、契約水量が減少しましたが、計画を上回り、近年は横ばいで推移しています。
施設利用率は、算定方法を精査した結果、計画を下回りました。
類似施設平均値と比較すると、当該事業は契約率が低いですが施設利用率が同程度となっていま

す。また、類似施設平均値と同様に、本県も契約率と施設利用率に一定の乖離があります。
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【料金に関する指標】

給水原価は、物価上昇等の影響により計画を上回り、供給単価は令和6年1月の料金改定により計画
を上回りました。料金回収率は計画を下回り、100％未満でした。

類似施設平均値と比較すると、当該事業は給水原価、供給単価ともに低く、全国的に見て低廉な工業
用水を供給していると考えられます。また、料金回収率は類似施設平均値より低くなっていますが、料金
算定要領に基づく料金改定において、５年間の収支が均衡するように料金設定しているためです。

【収益、費用に関する指標】

営業収益対支払利息比率は低下傾向が続いていましたが、令和５年度は上昇し令和６年度も同比率
でした。この指標について、類似施設平均値と同様に当該事業も低下傾向で推移していましたが、今後
は企業債の借入増加により上昇傾向に転じると見込まれます。

また、企業債残高対給水収益比率は上昇傾向であり、高い水準で推移しています。今後も、老朽化対
策による建設改良費の増加により、財源となる企業債借入額が増加し、上昇が見込まれます。
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これまでの実績を見ると、経常収支比率や総収支比率はほぼ100％以上を維持し、概ね安定した経営
状況でしたが、令和６年度は、建設改良工事の高騰や物価上昇等により収支が悪化しました。

資産状況については、中長期計画に基づいて建設改良を計画的に実施していることから、有形固定資
産減価償却費率は今後も横ばいで推移する見込みです。一方で、建設改良費の増加に伴い企業債の借
入残高が増加しており、それに伴い企業債残高対給水収益比率が上昇傾向にあります。

工業用水道の収入の多くを占める給水収益に対して、企業債の借入残高が増加する状況は、後年度
負担の増大や急激な料金上昇につながる可能性があり、課題となることから、将来の投資額を見直し、
持続可能な事業運営を目指す必要があります。

この課題に対応するため、従来の設備の耐用年数に基づく全面更新計画から転換し、AI診断を活用し
て設備の状態を評価し、その結果に基づき、全面更新、部分更新、修繕、対策不要区間を整理した上で、
重要度や優先度を考慮した新たな「中長期計画」の策定により、更新需要を平準化し、更新計画の最適
化を進めてまいります。

令和６年度は鹿島線配水管布設替を実施したほか、ポンプやモーターなどの施設更新について、投資
時期の精査などを行い事業費を平準化する計画策定を進めました。

磐城工業用水道では、高効率ポンプ設備、スマートメーターの導入検討により、維持管理に係る費用
の更なる削減に取り組むとともに、令和７年度に向けて、新たな中長期計画策定と次期料金の検討を進
めました。引く続き適正な料金設定について受水企業に丁寧に説明し、理解を得ながら事業を推進して
いきます。

【指標を踏まえた課題と今後の取組】
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（２） 勿来工業用水道

① 計画と実績の比較
【収益的収支】
・ 営業収益は、令和６年１月に料金改定を実施したことから、計画を上回りました。
・ 営業外収益は、長期前受金戻入の減少等により、計画を下回りました。
・ 営業費用は、動力費や修繕費が増加しましたため、計画を上回りました。
・ 営業外費用は、支払利息が減少し計画を下回りました。
・ 以上の結果、5,400万円の純利益となりました。

【資本的収支】
資本的支出は、沼部堰改築事業の進展により計画を上回りました。
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○収益的収支 （単位　百万円） ○資本的収支 （単位　百万円）

事業収益 451 524 73 資本的収入 1,340 1,081 △ 259
　経常収益 451 524 73 　企業債 1,340 980 △ 360
　　営業収益 409 497 88 　その他 0 101 101
　　　料金収入 409 497 88 資本的支出 1,417 1,462 45
　　営業外収益 42 27 △ 15 　建設改良費 1,325 1,364 39
　　　一般会計繰入金 0 0 0 　企業債償還金 92 98 6
　　　長期前受金戻入 34 26 △ 8 　その他 0 0 0
　　　その他 8 1 △ 7 資本的収支不足額 77 381 304
　特別利益 0 0 0 　企　業　債　残　高 4,716 1,988 △ 2,728
事業費用 449 470 21 　他会計借入金残高 0 0 0
　経常費用 449 470 21
　　営業費用 431 465 34 ○経営指標
　　　人件費 64 64 0
　　　委託料 61 75 14
　　　修繕費 53 76 23 営業収支比率(%) 94.9 106.7 11.8
　　　動力費 91 120 29 経常収支比率(%) 100.4 111.4 11.0
　　　減価償却費 118 116 △ 2 総収支比率(%) 100.4 111.4 11.0
　　　資産減耗費 36 7 △ 29 累積欠損比率(%) 0.0 0.0 0.0
　　　その他 8 7 △ 1 ROE(%) 0.09 2.16 2.07
　　営業外費用 18 5 △ 13 ROA(%) 0.03 1.16 1.13
　　　支払利息 18 5 △ 13 企業債元金対減価償却費比率(%) 109.5 108.7 △ 0.8
　　　その他 0 0 0 有形固定資産減価償却率(%) 36.6 63.1 26.5
　特別損失 0 0 0 流動比率(%) 520.7 389.8 △ 130.9
当年度純利益又は純損失 2 54 52 自己資本構成比率(%) 31.0 53.8 22.8

固定資産対長期資本比率(%) 84.0 81.3 △ 2.7
※Ｒ６計画は経営戦略での見込、Ｒ６実績は決算額 契約率(%) 76.6 76.6 0.0
※ＲＯＥの自己資本には繰延収益を含む。 施設利用率(%) 76.5 42.5 △ 34.0
　（総務省が示してる自己資本構成比率算定において繰延収益を 給水原価（円／㎥） 5.12 5.48 0.36
　　自己資本に含めているため） 供給単価（円／㎥） 5.05 6.13 1.08
※総務省で公表している類似団体・類似施設の経営指標との比較 料金回収率(%) 98.6 111.9 13.3
　を行うため、分析する経営指標を追加した。 営業収益対支払利息比率(%) 4.4 0.9 △ 3.5

企業債残高対給水収益比率(%) 1,153.1 400.4 △ 752.7

R6計画
（A)

R6実績
（B）

差引
（B）-（A）

R6計画
（A)

R6実績
（B）

差引
（B）-（A）

R6計画
（A)

R6実績
（B）

差引
（B）-（A）



② 経営指標の評価
勿来工業用水道は、総務省の分類において、大規模（現在配水能力200,000㎥/日以上）-表流水、

伏流水、湖沼水のみを水源とする事業-昭和50年度以前の事業に分類されていることから、公表され
ている類似施設の経営指標平均値との比較を行いました。

なお、類似施設数は、平成28～29年度は６事業、平成30年度は５事業、令和元～４年度は６事業、
令和５年度は５事業です。
【収益性に関する指標】

収益性に関する指標について、営業収支比率、経常収支比率、総収支比率いずれも計画を上回ると
ともに100％を上回りました。

これらの指標について、類似施設平均値と比較すると、近年はおおむね同程度となっています。料金
算定要領に基づく料金改定において、５年間の収支が均衡するように料金設定しており、計画では、今
後も経常収支比率、総収支比率を100％程度としています。
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また、ＲＯＥ、ＲＯＡは、収支が均衡するように料金設定していることから低水準で推移しており、Ｒ
ＯＥが2.16、ＲＯＡが1.16でした。
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（％）

（％）
（％）



【資産の状況に関する指標】

企業債償還元金対減価償却費比率は、令和２年度までは50％前後で推移していましたが、これ以降は
建設改良に伴う企業債借入の増加により増加しています。今後、老朽化対策による更なるコスト増大も
見込まれるため、適正な点検・修繕等を行いながら現状を把握し、経済性、維持管理性に優れた整備を
実施していきます。

また、有形固定資産減価償却率は、令和４年度に引き続き計画を上回りました。増加傾向が続いてい
ますが、今後は沼部堰更新など建設改良が進むことにより、減少傾向になると見込まれます。

【財務比率（流動性）に関する指標】

流動比率は、計画を下回りましたが、約400％で短期的な支払能力に問題はありません。
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自己資本構成比率は、横ばいで推移していましたが、沼部堰改築事業等の建設改良に伴う企業債借
入の増加により、令和６年度は前年度より減少しました。料金改定や内部留保資金の確保、国庫補助事
業の活用など、財源確保を進めていく必要があります。

また、固定資産対長期資本比率は、近年、横ばいで計画を下回っていましたが、令和６年度は、沼部堰
改築事業の進展により企業債借入が増加し上昇しました。

【財務比率（安全性）に関する指標】

【施設の効率性（稼働状況）に関する指標】

契約率は計画どおりでしたが、施設利用率は算出方法を精査した結果、計画を大きく下回りました。
類似施設平均値と比較すると、契約率は高いですが、施設利用率は同程度となっています。
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【料金に関する指標】

給水原価、供給単価計画、料金回収率いずれも計画を上回り、料金回収率は100％を上回りました。
類似施設平均値と比較すると、当該事業は給水原価、供給単価ともに低く、全国的に見て低廉な工業

用水を供給していると考えられます。
また、料金回収率は、年度によるばらつきがあり100％以下となる年度もありますが、これは料金算定

要領に基づく料金改定において、５年間の収支が均衡するように料金設定しているためです。

【収益、費用に関する指標】

営業収益対支払利息比率は計画を下回りました。
この指標について、類似団体平均値と同様に概ね低下傾向で推移していますが、今後は企業債の借

入増加により上昇傾向に転じると見込まれます。
また、企業債残高対給水収益比率は概ね横ばい傾向でしたが、令和６年度は沼部堰改築事業の伸展

により企業債借入が増加し、上昇しています。今後、老朽化対策による建設改良費の増加により、財源
となる企業債借入が増加し、上昇が見込まれます。 26
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これまでの実績を見ると、経常収支比率や総収支比率は近年100％を超えており、安定した経営を維
持してきました。

今後は、沼部堰改築事業や老朽化に伴う建設改良費の増加により、財源としての企業債借入残高が
さらに増加することが見込まれます。企業債の借入残高が増加する状況は、後年度負担の増大や急激
な料金上昇につながる可能性があり、大きな課題となることから、将来の投資額を見直し、持続可能な
事業運営を目指す必要があります。

この課題に対応するため、従来の設備の耐用年数に基づく全面更新計画を見直し、AI診断を活用して
設備の状態を評価し、その結果に基づき、全面更新、部分更新、修繕、対策不要区間を整理した上で、
重要度や優先度を考慮した新たな「中長期計画」の策定により、更新需要を平準化し、更新計画の最適
化を進めてまいります。

令和６年度は沼部堰の改築工事を実施したほか、ポンプやモーターなどの施設更新について、投資時
期の精査などを行い事業費を平準化する計画策定を進めました。

さらに、令和７年度に向けて、新たな中長期計画策定と次期料金の検討を進めるとともに、工業用水の
現状と課題を理解していただくため、有識者を招いて受水企業に対する説明会を開催しました。

勿来工業用水道では、河川の水を汲み上げるのに多くの電力を使用しているため、高効率ポンプ設備
の導入検討により、電気使用量を抑制することで費用の削減を図るとともに、適正な料金設定について、
今後も受水企業に丁寧に説明し、理解を得ながら事業を推進していきます。

【指標を踏まえた課題と今後の取組】
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（３） 小名浜工業用水道

① 計画と実績の比較
【収益的収支】
・ 営業収益は、令和６年１月に料金改定を実施したことから計画を上回りました。
・ 営業外収益は、計画を下回りました。
・ 営業費用は、動力費が増加しましたが、修繕費等が減少し計画を下回りました。
・ 以上の結果、純利益が１億6,200万円となりました。

【資本的収支】
資本的収入は、企業債の借入がなく０円でした。資本的支出は、建設改良費が減少したため計画を下

回りました。
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○収益的収支 （単位　百万円） ○資本的収支 （単位　百万円）

事業収益 484 625 141 資本的収入 88 0 △ 88
　経常収益 484 625 141 　企業債 88 0 △ 88
　　営業収益 475 624 149 　その他 0 0 0
　　　料金収入 475 624 149 資本的支出 146 98 △ 48
　　営業外収益 9 1 △ 8 　建設改良費 88 36 △ 52
　　　一般会計繰入金 0 0 0 　企業債償還金 58 62 4
　　　長期前受金戻入 0 0 0 　その他 0 0 0
　　　その他 9 1 △ 8 資本的収支不足額 58 98 40
　特別利益 0 0 0 　企　業　債　残　高 1,097 1,069 △ 28
事業費用 476 463 △ 13 　他会計借入金残高 0 0 0
　経常費用 476 463 △ 13
　　営業費用 472 459 △ 13 ○経営指標
　　　人件費 82 74 △ 8
　　　委託料 62 76 14
　　　修繕費 123 52 △ 71 営業収支比率(%) 100.6 136.3 35.7
　　　動力費 134 182 48 経常収支比率(%) 101.7 135.6 33.9
　　　減価償却費 54 64 10 総収支比率(%) 101.7 135.4 33.7
　　　資産減耗費 6 0 △ 6 累積欠損比率(%) 0.0 0.0 0.0
　　　その他 11 11 0 ROE(%) 0.56 11.79 11.23
　　営業外費用 4 4 0 ROA(%) 0.30 6.37 6.07
　　　支払利息 4 4 0 企業債元金対減価償却費比率(%) 107.4 98.1 △ 9.3
　　　その他 0 0 0 有形固定資産減価償却率(%) 71.8 65.8 △ 6.0
　特別損失 0 0 0 流動比率(%) 685.4 608.8 △ 76.6
当年度純利益又は純損失 8 162 154 自己資本構成比率(%) 53.8 53.9 0.1

固定資産対長期資本比率(%) 63.0 61.8 △ 1.2
※Ｒ６計画は経営戦略での見込、Ｒ６実績は決算額 契約率(%) 71.6 71.6 0.0
※ＲＯＥの自己資本には繰延収益を含む。 施設利用率(%) 71.5 66.1 △ 5.4
　（総務省が示してる自己資本構成比率算定において繰延収益を 給水原価（円／㎥） 2.92 2.81 △ 0.11
　　自己資本に含めているため） 供給単価（円／㎥） 2.91 3.81 0.90
※総務省で公表している類似団体・類似施設の経営指標との比較 料金回収率(%) 99.7 135.3 35.6
　を行うため、分析する経営指標を追加した。 営業収益対支払利息比率(%) 0.8 0.6 △ 0.2

企業債残高対給水収益比率(%) 230.9 171.4 △ 59.5

R6計画
（A)

R6実績
（B）

差引
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② 経営指標の評価
小名浜工業用水道は、総務省の分類において、大規模（現在配水能力200,000㎥/日以上）-その他

（表流水と地下水の組み合わせ、下水処理水等）を水源とする事業-昭和50年度以前の事業に分類さ
れますが、類似施設がないため、公表されている大規模施設で昭和50年の以前の事業の経営指標
平均値との比較を行いました。

なお、施設数は、平成28～29年度は23事業、平成30～令和４年度は22事業、令和５年度は21事業
です。
【収益性に関する指標】

収益性に関する指標は、令和６年１月に料金改定を実施したこと等により営業収支比率、経常収支比
率、総収支比率いずれも計画を上回るとともに100％を超えました。

これらの指標について、類似施設平均値と比較すると当該事業は令和４年度までは低い傾向でしたが、
令和５年度以降は料金改定により各指標とも上昇しています。

また、ＲＯＥ、ＲＯＡは、収支が均衡するように料金設定していることから低水準で推移しており、ＲＯＥ
が11.79、ＲＯＡが6.37でした。
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【資産の状況に関する指標】

企業債償還元金対減価償却費比率は、概ね計画どおりでしたが、100％に近い比率で推移しており、減
価償却費の多くが企業債償還の原資となっています。

この指標について、類似施設平均値と比較すると当該事業は高い状態が続いており、類似団体よりも
企業債償還元金の負担が大きく、その傾向が継続しています。

また、有形固定資産減価償却率は、令和３年度から引き続き計画を下回っています。
今後、老朽化対策によるコスト増大が見込まれるため、適正な点検・修繕等を行いながら現状を把握し、

経済性、維持管理性に優れた整備を実施していきます。

【財務比率（流動性）に関する指標】

流動比率は計画を下回りましたが、約600％と高い水準を維持しており、短期的な支払能力に問題はあ
りません。
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自己資本構成比率は、令和6年度はほぼ計画どおりでした。
固定資産対長期資本比率についても概ね計画どおりで、しばらく横ばいで推移するものと見込まれます。

【財務比率（安全性）に関する指標】

【施設の効率性（稼働状況）に関する指標】

当該事業においては、増量や減量がなく、契約率は横ばいですが、施設利用率は算出方法の精査
をした結果、計画を下回っています。

類似施設平均値と比較すると、契約率が低く、施設利用率が高くなっています。
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【料金に関する指標】

給水原価、供給単価ともに計画を上回りました。料金回収率は、令和６年１月の料金改定を実施した
ことにより計画を上回りました。

類似施設平均値と比較すると、当該事業は海水の原水供給という特殊性から、給水原価、供給単価
とも低く、全国的に見て低廉な工業用水を供給していると考えられます。

また、料金回収率は、年度によるばらつきがありますが、料金算定要領に基づく料金改定において、
５年間の収支が均衡するように料金設定しているためです。

【収益、費用に関する指標】

営業収益対支払利息比率はほぼ計画どおりでしたが、低下傾向が続いており、直近では大規模な改
良工事を予定していないため、低下傾向が続くものと見込まれます。

この指標について、類似施設平均値と比較すると当該事業は企業債残高が少ないことから低水準と
なっています。

また、企業債残高対給水収益比率は近年低下傾向が続いており、直近では企業債を財源とした大規
模改良工事を予定していないため、同様の傾向が続くものと見込まれます。 32
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近年は修繕費の増減の影響により、営業収支比率、経常収支比率、総収支比率は変動しつつも、
100％付近で推移し、令和６年度は、令和６年１月の料金改定により一定規模の純利益を確保しました。

また、契約水量は横ばいで推移しており、海水を原水供給している特殊性から、新たな受水企業との
契約も難しい状況にあります。

直近では大規模な改良工事の予定はありませんが、今後、ポンプなど施設の更新などが必要となるこ
とから、企業債借入が増加していくことが見込まれます。

令和６年度は小名浜ポンプ場のオーバーホール工事を実施したほか、ポンプやモーターなどの施設更
新について、投資時期の精査などを行い事業費を平準化する計画策定を進めました。

さらに、小名浜工業用水道では、海水を汲み上げるのに多くの電力を使用しているため、高効率ポンプ
設備を導入し、電気使用量の削減を図るとともに、適正な料金設定について、今後も受水企業に丁寧に
説明し、理解を得ながら事業を推進していきます。

【指標を踏まえた課題と今後の取組】
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（４） 相馬工業用水道

① 計画と実績の比較
【収益的収支】
・ 営業収益は令和４年２月の新規契約に伴う契約水量の増により計画を上回りました。
・ 営業外収益は長期前受金戻入が減少したことにより計画を下回りました。
・ 営業費用は、減価償却費や資産減耗費などが増加したことにより計画を上回りました。
・ 営業外費用は、計画どおりでした。
・ 以上の結果、計画を下回り4,400万円の純損失となりました。

【資本的収支】
・ 資本的収入は、企業債を借入なかったため０円でした。
・ 資本的支出の建設改良費について、観測機器更新工事などにより、計画を上回りました。

34

○収益的収支 （単位　百万円） ○資本的収支 （単位　百万円）

事業収益 515 520 5 資本的収入 24 0 △ 24
　経常収益 515 520 5 　企業債 23 0 △ 23
　　営業収益 463 472 9 　その他 1 0 △ 1
　　　料金収入 463 472 9 資本的支出 189 229 40
　　営業外収益 52 48 △ 4 　建設改良費 69 89 20
　　　一般会計繰入金 0 0 0 　企業債償還金 120 140 20
　　　長期前受金戻入 50 47 △ 3 　その他 0 0 0
　　　その他 2 1 △ 1 資本的収支不足額 165 229 64
　特別利益 0 0 0 　企　業　債　残　高 3,130 3,162 32
事業費用 516 564 48 　他会計借入金残高 115 115 0
　経常費用 516 564 48
　　営業費用 500 546 46 ○経営指標
　　　人件費 17 54 37
　　　委託料 44 31 △ 13
　　　修繕費 9 0 △ 9 営業収支比率(%) 92.6 86.3 △ 6.3
　　　動力費 0 0 0 経常収支比率(%) 99.8 92.1 △ 7.7
　　　減価償却費 322 329 7 総収支比率(%) 99.8 92.1 △ 7.7
　　　資産減耗費 4 18 14 累積欠損比率(%) 0.0 10.6 10.6
　　　その他 104 114 10 ROE(%) △ 0.01 △ 0.38 △ 0.37
　　営業外費用 16 18 2 ROA(%) △ 0.01 △ 0.30 △ 0.29
　　　支払利息 16 17 1 企業債元金対減価償却費比率(%) 44.1 49.7 5.6
　　　その他 0 1 1 有形固定資産減価償却率(%) 41.0 39.8 △ 1.2
　特別損失 0 0 0 流動比率(%) 1,260.6 1,006.7 △ 253.9
当年度純利益又は純損失 △ 1 △ 44 △ 43 自己資本構成比率(%) 78.0 77.8 △ 0.2

固定資産対長期資本比率(%) 89.6 90.6 1.0
※Ｒ６計画は経営戦略での見込、Ｒ６実績は決算額 契約率(%) 80.4 80.7 0.3
※ＲＯＥの自己資本には繰延収益を含む。 施設利用率(%) 80.3 59.8 △ 20.5
　（総務省が示してる自己資本構成比率算定において繰延収益を 給水原価（円／㎥） 45.82 49.97 4.15
　　自己資本に含めているため） 供給単価（円／㎥） 45.53 45.58 0.05
※総務省で公表している類似団体・類似施設の経営指標との比較 料金回収率(%) 99.4 91.2 △ 8.2
　を行うため、分析する経営指標を追加した。 営業収益対支払利息比率(%) 3.5 3.5 0.0

企業債残高対給水収益比率(%) 676.0 670.1 △ 5.9

R6計画
（A)

R6実績
（B）

差引
（B）-（A）

R6計画
（A)

R6実績
（B）

差引
（B）-（A）

R6計画
（A)

R6実績
（B）

差引
（B）-（A）



② 経営指標の評価
相馬工業用水道は、総務省の分類において、小規模（現在配水能力10,000㎥/日以上50,000㎥/日

未満）-ダム・せき等の水源施設を有する事業-昭和51年度以降の事業に分類されることから、公表さ
れている類似施設の経営指標平均値との比較を行いました。

なお、類似施設数は、平成28～令和元年度は26事業、令和２年度は27事業、令和３年度は25事業、
令和４年度は26事業、令和６年度は25事業です。

【収益性に関する指標】

収益性に関する指標は、営業収支比率、経常収支比率、総収支比率いずれも計画を下回りました。
類似施設平均値と比較すると、当該事業は営業収支比率が高いですが、経常収支比率と総収支比率

が低く、100％前後で推移しています。これは、料金算定要領に基づく料金改定において、５年間の収支
が均衡するように料金設定しているためです。

また、ＲＯＥ、ＲＯＡは、収支が均衡するように料金設定していることから低水準で推移しており、ＲＯＥ
が△0.38、ＲＯＡが△0.30でした。
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【資産の状況に関する指標】

企業債償還元金対減価償却費比率は、長期前受金戻入、企業債償還元金増加の影響により計画を上
回っています。

この指標について、類似施設平均値と比較しても当該事業は低水準であり、今後、導水管複線化工事
などの企業債償還が生じるため、増加していくが、同様の傾向が続くと見込まれます。

また、有形固定資産減価償却率はおおむね計画どおりです。大規模な建設改良工事が予定されてい
ないため上昇傾向となっていますが、比較的新しい工業用水道であることから、本県で管理する他の工
業用水道と比べると低水準となっています。

【財務比率（流動性）に関する指標】

流動比率は計画を下回りましたが、約1,000％と高い水準を維持しており、短期的な支払能力に問題はあ
りません。
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自己資本構成比率は、令和６年度はほぼ計画どおりとなりましたが、概ね横ばいで推移しており今後も
同様の傾向が続くと見込まれます。

また、固定資産対長期資本比率については、概ね計画でどおりで低下傾向を見込んでいます。

【財務比率（安全性）に関する指標】

【施設の効率性（稼働状況）に関する指標】

契約率は令和５年度と同じく80.7％で、横ばい傾向となっております。この指標について、類似施設
平均値と比較すると高水準となっています。

また、施設使用率は算定方法を精査した結果、類似施設平均値と同程度になっています。
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【料金に関する指標】

給水原価、供給単価ともに計画を上回りました。類似施設平均値と比較すると当該事業は給水原価、
給水単価とも少し上回っています。

料金回収率は計画を下回るとともに100％未満となりました。

【収益、費用に関する指標】

営業収益対支払利息比率はほぼ計画どおりでした。今後、大規模な建設改良工事を予定していないた
め、計画とほぼ同様の傾向になると見込まれます。

また、企業債残高対給水収益比率はほぼ計画どおりでした。今後、大規模な建設改良工事を予定して
いないため、大幅な上昇は見込まれません。
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相馬工業用水道では、平成29年度に新規契約等により契約水量が増加して以降、経常収支比率
や総収支比率が100％前後で推移し、比較的安定した経営状況が続いていましたが、令和６年度は
長期前受金戻入が減少したことや、減価償却費や資産減耗費などが増加したことにより、経常収支
比率、総収支比率が計画を下回り、９２．１％となりました。

そのため、令和６年度は施設更新について、投資時期の精査などを行い事業費を平準化する計画
策定を進めました。さらに、令和７年度に向けて、新たな中長期計画策定と次期料金の検討を進め
るとともに工業用水の現状と課題を理解していただくため、有識者を招いて受水企業に対する説明
会を開催しました。

相馬工業用水道では、計画配水能力を考慮しながら、関係部局及び市町と密に連携し、受水企業
開拓を進めるなど、収益確保に引き続き取り組んでいきます。

【指標を踏まえた課題と今後の取組】
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【参考】 指標についての説明 

【中長期計画の進捗に係る指標】 

  更新された管路延長は、複線化工事における旧延長を含む。 

  管路総延長は、全体延長から水管橋及び隧道の延長を除いた延長 。

　管路の耐震化について、これまで実施してきた一体構造管路（鋼管）及び柔構造管路（Ｋ形）は、

 耐震性能を有した耐震管と位置付けている。 

【経営指標】 

１ 収益性に関する指標 

営業収益 

営業費用 

経常収益

経常費用

総収益 

総費用 

【指標の見方】 

　いずれも費用対比での収益の割合を表す。 

　営業収支比率は、 主たる事業活動について、どの程度費用を収益で賄えているかを表す。費用に 

は支払利息が含まれていない点に注意が必要である。 

　経常収支比率は、給水収益や一般会計からの繰入金等の収益で、維持管理費や支払利息などの 

費用をどの程度賄えているかを表し、100％以上となる必要がある。 

　総収支比率は、経常収支比率に固定資産の売却益等による特別利益及び災害損失等のための臨時

かつ巨額の費用である特別損失を加味したものである。大きく変動する年度においては特殊要因を

把握する必要がある。 

【指標の見方】 

　積み上がった損失の大きさを表す。累積欠損金は、未処理欠損金が補填されず複数年度に渡って 

累積した損失である。累積欠損金比率は単年度の営業収益に対する累積欠損金の比率であり、経営 

の健全性を表す 。

累積欠損金 

営業収益

×100 

　営業収支比率(%)　　＝  

　経常収支比率(%)　　＝ 

　累積欠損金比率(%)    ＝ 

×100 

×100 

×100 

×100 

更新された管路延長 

　総収支比率(%)　　　＝ 

　更新化率(%)　　　＝

×100 

耐震化された施設数又は延長 

全体の施設数又は延長 
　耐震化率(%)　　　＝ 

管路総延長 
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純利益 

自己資本 

※自己資本に繰延収益を含む。 

（総務省の自己資本比率の算定で繰延収益を含めているため。） 

【指標の見方】 

　ＲＯＥ（自己資本利益率）は、投下した資本に対していくら利益を稼げているかということを示

したものであり、経営効率の判断材料となる。 

【指標の見方】 

　ＲＯＡ（総資産利益率）は、総資産を効率よく使って利益を得ているかを示したものである。 

　ＲＯＥやＲＯＡについては、民間企業において投資家に重要視されている財務指標である。 

２ 資産の状態に関する指標 

【指標の見方】 

　企業債償還に関する償還元金とその原資のバランスを示す。 

　企業債償還には資本的収入と補填財源が充てられる。補填財源の主たる部分は、現金の支出を必 

要としない費用から現金の収入を伴わない収益を差し引いて算出した損益勘定留保資金の過年度分

と当年度分の合計額である。 

　この比率は、建設改良費（資産の取得及び繰上償還）のために発行した企業債償還額に占める、 

投下資本の回収により蓄積された内部留保の割合を表しており、低いほど償還原資に余裕がある。 

　なお、この比率が低くても収益的収支が純損失である場合はその分補填財源が減少することや、

取得資産の償却期間と企業債の償還年限の差異が比率に影響していることには留意されたい。 

【指標の見方】 

　有形固定資産の老朽化の程度を表す。 

　この比率が高いほど、有形固定資産の取得から年数が経過しており、収益的収支の面では減価償 

却費が減少しやすい一方、修繕費は増加しやすい。また資本的収支の面では近年大規模な建設改良 

が実施されていない可能性が高いため、アセットマネジメントを実施の上で更新計画を立案し、老

朽化へ適切に対処する必要がある。 

×100 　ＲＯＥ(自己資本利益率)(%)    ＝ 

　有形固定資産減価償却率(%)　  ＝

営業利益＋営業外利益 

企業債償還元金 

当年度減価償却費－長期前受金戻入 

×100 

有形固定資産減価償却累計額 

有形固定資産のうち償却対象資産

×100 

×100 

　ＲＯＡ(総資産利益率)(%)   　 ＝ 

　企業債償還元金対減価償却費率(%) 　    ＝ 

総資産 
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３ 財務比率（流動性）に関する指標 

流動資産 

流動負債 

【指標の見方】 

　流動比率は、短期債務に対する支払能力を表す。100％を下回ると不良債務が発生している。 

　流動比率については 100 ％を上回っても現金等の流動資産が減少傾向にある場合や、一時借入金 

等の流動負債が増加傾向にある場合には、将来の見込みを踏まえた分析が必要である。 

４ 財務比率（安全性）に関する指標 

【指標の見方】 

　自己資本構成比率は、総資産のうち返済が必要な負債以外（企業の正味財産高）の割合を表す。 

　固定資産対長期資本比率は、固定資産の財源が長期の資本で調達されているかを表す。 

　いずれの比率も資本構成の安定性を示す。自己資本は、地方公共団体によって元入された資本と 

公営企業がその経営によって獲得した利益が元手となる。返済を要せず、借入金に対する利息等の 

義務的な資本コストを生じない（法第 18 条の規定による出資の場合を除く）ため、一般的に高い

方が望ましい。また、投下資本の回収が長期に渡る固定資産は、返済期間についても長期間である

ことが望ましい。100 ％を上回ると短期債務で回収期間が長期に及ぶ固定資産を取得している可

能性が高く、不良債務の原因となる。 

５ 施設の効率性（稼働状況）に関する指標 

【指標の見方】 

　契約率は、収益性及び未売水の状況を判断する指標である。契約率が高いほど給水収益が増加し 

やすく、固定費の回収が可能となる。 

　施設利用率は、一日配水能力に対する一日平均配水量の割合であり、施設の利用状況や適正規 

模を判断する指標である。施設利用率が高いほど使用水量が多く、実質的な利用実態を表す。 

資本金＋剰余金＋繰延収益 

負債・資本合計 
×100 

　施設利用率(%)　　＝ 

　流動比率(%)　 　 ＝ 

　自己資本構成比率(%)　　　＝ 

×100 

契約水量 

現在配水能力 

１日平均配水量 

現在配水能力 
×100 

　固定資産対長期資本比率(%)　 ＝ 
固定負債＋資本金＋剰余金＋繰延収益

固定資産

　契約率(%)　＝ ×100 

×100 
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６ 料金に関する指標 

年間総有収水量(料金算定分) 

供給単価 

給水原価 

【指標の見方】 

　給水原価は、有収水量１㎥当たりについて、どれだけの費用がかかっているか、供給単価は、 

有収水量１㎥当たりについて、どれだけの収入があるかを表す指標である。 

　料金回収率は、給水に係る費用が、どの程度給水収益で賄うことができているかを表す。料金回  

収率が100％を下回る場合は、給水に係る費用が給水収益以外の収入で賄われている状態にある。 

　この比率が低く、基準外繰出によって収入不足を補填している場合は、適切な料金収入の確保手 

段を検討する必要がある。 

７ 収益、費用に関する指標 

支払利息 

営業収益 

【指標の見方】 

　過去の投資に係る固定費である支払利息を、料金収入でどの程度回 収しているかを表す。工業用 

水道事業の給水収益に対する資本費は、公営企業の中でも比較的高い。 

【指標の見方】 

　給水収益に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規模を表す指標である。 

　当該指標については、明確な数値基準はないと考えられる。従って、経年比較や類似団体との比

較等により自団体の置かれている状況を把握・分析し、適切な数値となっているか、対外的に説明 

できることが求められる。 

企業債現在高合計
　企業債残高対給水収益(％)    　＝ 

給水収益 
×100 

　料金回収率(％)   　＝ 

　給水原価(円)　　　＝ 

　供給単価(円) 　　  ＝ 

経常費用－長期前受金戻入

　営業収益対支払利息比率(％)　 ＝ ×100 

×100 

給水収益 

年間総有収水量(料金算定分) 


